
          長崎市障害者相談支援事業等委託業務 

長崎市障害者相談支援事業委託業務 

 

１ 募集の目的 

長崎市では、障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「法」という。）に規定す

る地域生活支援事業について、地域の特性や利用者の状況に応じ、様々な形態により実施しています。 

このうち、以下の事業に係る業務については、業務を委託して実施してきましたが、現受注者との

契約期間が令和８年11月30日で満了することに伴い、当該業務を改めて委託するにあたり、これらの

業務を受託し、業務を実施するための事業所を設置運営する法人を募集します。 

 （１）障害者相談支援事業、住宅入居等支援（居住サポート）事業及び地域活動支援センターⅠ型事 

    業に係る業務＜以下、「複合業務」という＞ 

長崎市では、２箇所の事業所を設置していますが、国が定める地域生活支援事業実施要綱の

要件等を踏まえ、これまで同様、これら事業を併せて実施することとし、指定相談支援事業者

（※）としての経験を有し、事業実施を希望する法人を募集します。 

 （２）障害者相談支援事業の単独業務＜以下、「単独業務」という＞ 

長崎市では、上記（１）の２箇所を含め、４箇所の事業所を設置していますが、長崎市行政

区域の区分（昭和40年４月１日告示第44号。以下「行政区域」という。別紙１参照。）に規定

する４地区（東部地区、西部地区、南部地区及び北部地区）を対象として、指定相談支援事業

者（※）としての経験を有し、事業実施を希望する法人を募集します。 

 

※指定相談支援事業者とは、法第51条の14第１項に規定する指定一般相談支援事業者又は同法第51

の17第１項に規定する指定特定相談支援事業者をいいます。 

 

２ 募集内容 

（１）業 務 名 

① 長崎市障害者相談支援事業等業務委託（複合業務） 

② 長崎市障害者相談支援事業業務委託 （単独業務） 

（２）履行期間 契約締結日から令和13年11月30日まで（５年間） 

長崎市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例(平成19年長崎市

条例第２号)第２号に基づく長期継続契約 

（３）履行場所  

   ①複合業務 

     ・行政区域に規定する西部地区又は北部地区のいずれかに１箇所 

     ・行政区域に規定する東部地区又は南部地区のいずれかに１箇所 

    ②単独業務 

     ・行政区域に規定する西部地区又は北部地区（①の業務が実施される地区を除きます。）の 

いずれかに１箇所 

     ・行政区域に規定する東部地区又は南部地区（①の業務が実施される地区を除きます。）の 

いずれかに１箇所 

受注者募集要項 



（４）委 託 料 

   ①複合業務 

１２８，０１９，５００円を上限とする。 

   ②単独業務 

５３，４５４，５００円を上限とする。 

 

※いずれも５年間の総額です。また、本件募集に示した契約は、地方自治法第234条の３に基づく

長期継続契約であり、次年度以降の歳入歳出予算が減額又は削減された場合は、契約の変更又は

解除を行うことがあります。 

 

３ 業務内容、人員体制、設置場所及び設備等 

①複合業務 

別紙２-（１）「長崎市障害者相談支援事業等業務委託仕様書」のとおり 

②単独業務 

別紙２-（２）「長崎市障害者相談支援事業業務委託仕様書」のとおり 

 

※なお、当該仕様書については、受注者決定後、応募時の提案内容等を踏まえ、市及び受注者によ

る協議のうえ、一部変更する場合があります。 

 

４ 応募資格 

  事業の運営を円滑かつ安定して実施できる法人であり、次の要件を全て満たす法人とします。 

（１）応募する行政区域の地区内に事業所を設置できること。 

（２）指定相談支援事業者であって、令和８年９月１日時点で長崎市内に指定相談支援事業所を有し、

活動実績があること。 

（３）法第51条の19第２項又は第51条の20第２項の規定に該当しない法人であること。 

（４）長崎市契約規則（昭和39年長崎市規則第26号）第２条第１項に規定する者（同項後段の規定に

より読み替えて適用する者を含む。）に該当しない者及び同上第２項各号に該当しないと認めら

れる者であること。 

（５）長崎市競争入札参加資格者指名停止措置要領（平成７年11月７日施行）及び長崎市各種契約等

における暴力団等の排除措置に関する要綱（平成24年長崎市告示第85号）の規定による指名停止

措置の期間中でない者並びに長崎市事業所実態調査実施要領（平成16年長崎市告示第305号）及

び長崎市元請・下請関係適正化指導要綱（平成24年長崎市告示第829号）の規定による入札参加

制限措置の期間中でない者であること。 

（６）会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てがあった者（更生計

画の認可が決定され、又は再生計画の認可の決定が確定された者を除く。）でないこと。 

（７）会社法（平成17年法律第86号）第475条若しくは第644条の規定に基づく清算の開始又は破産法

（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定に基づく破産手続開始の申立てがあった者

でないこと。 

（８）当該複合業務又は単独業務の受注者募集に参加しようとする者のうちに、資本・人的関係があ

る者が含まれていない者であること。 



（９）応募書類提出日において、市税、国税及び県税を滞納していないこと。 

（10）次の①又は②のいずれかを満たしていること。 

  ①直近の決算において、債務超過になっていないこと。 

②応募する業務委託に係る年間事業費の「１２分の２」に相当する現金、普通預金又は当座預金

等を有していること。 

（11）委託料の見積額が、「２ 募集内容（４）委託料」に記載の上限額を超えていないこと。 

 

５ 応募について 

 （１）募集期間 

    令和８年９月７日（月）から令和８年10月７日（水）まで 

（２）募集要項に関する質問 

         令和８年９月７日（月）から令和８年９月18日（金）17時30分まで、次のＦＡＸ又は電子メー

ルでのみ受け付けます。 

ＦＡＸ  ０９５（８２３）７５７１ 

Ｅメール nakai_toshitaka@city.nagasaki.lg.jp 

     （件名は、「長崎市障害者相談支援事業等委託業務等受注者募集要項質問票」とし

てください。） 

① 電話、口頭等では受け付けません。 

② 質問は長崎市障害者相談支援事業等委託業務等受注者募集要項質問票（第１号様式）を使

い、簡潔に記入してください。 

③ 質問に対する回答は、応募に際して必要な項目のみ、令和８年９月25日（金）から令和８

年10月７日（水）まで、長崎市福祉部障害福祉課（長崎市役所２階）及び長崎市ホームペー

ジにて公表します。 

 （３）提出書類 

次の書類を原本１部（原本の提出にあたり、写しを提出する場合は、原本証明をお願いします。）、

副本（原本の写し）１部を提出してください。 

①複合業務 

ア 長崎市障害者相談支援事業等業務委託応募書類一覧 

イ 長崎市障害者相談支援事業等委託業務受注者応募申請書（第２号様式） 

ウ 法人の概要書（第３号様式）（以下の書類を添付） 

   ・法人の財務状況に関する書類 

貸借対照表、事業活動計算書及び資金収支計算書の写し（直近の事業年度分） 

（法人設立後、決算申告の時期が一度も到来していない法人については、預金残高の

証明書又は通帳の写しを提出してください。） 

   ・納税に関する証明書（応募書類受付日以前、３か月以内に発行されたもの。） 

市税においては完納証明書、国税（法人税・消費税及び地方消費税）の納税証明書（直

近の事業年度分）、県税（法人県民税・法人事業税）の納税証明書（直近の事業年度分） 

   ・法人の理事・評議員等の役員名簿（任意様式。生年月日が記載されていること。） 

エ 事業計画書（第４号様式） 

オ 当該事業に従事する職員一覧（第５号様式）（以下の書類を添付） 



・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（第５号様式の補足様式） 

・管理者の経歴書（参考様式１） 

・相談支援専門員の経歴書（参考様式１） 

・相談支援従事者初任者（現任）研修修了証の写し 

・精神保健福祉士又は（及び）保健師の資格証の写し 

カ 参考見積書（５年間総額）（参考様式２） 

キ 収支予算書（参考様式３）（５年間の経費の内訳がわかるもの） 

ク 事業所の位置図（任意様式）（近隣の状況、市における位置がわかるもの） 

ケ 事業所の平面図（参考様式４）（設計図写し等の添付でも可。各部屋の用途と面積を必ず

記載してください。） 

コ 指定相談支援事業所運営規程 

サ 指定相談支援事業者指定書の写し 

 

    ②単独業務 

     ア 長崎市障害者相談支援事業業務委託応募書類一覧 

イ 長崎市障害者相談支援事業委託業務受注者応募申請書（第２号様式の２） 

ウ 法人の概要書（第３号様式）（以下の書類を添付） 

   ・法人の財務状況に関する書類 

貸借対照表、事業活動計算書及び資金収支計算書（直近の事業年度分） 

（法人設立後、決算申告の時期が一度も到来していない法人については、預金残高の

証明書又は通帳の写しを提出してください。） 

   ・納税に関する証明書（応募書類受付日以前、３か月以内に発行されたもの。） 

市税においては完納証明書、国税（法人税・消費税及び地方消費税）の納税証明書（直

近の事業年度分）、県税（法人県民税・法人事業税）の納税証明書（直近の事業年度分） 

   ・法人の理事・評議員等の役員名簿（任意様式。生年月日が記載されていること。） 

エ 事業計画書（第４号様式の２） 

オ 当該事業に従事する職員一覧（第５号様式）（以下の書類を添付） 

・従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（第５号様式の補足様式） 

・管理者の経歴書（参考様式１） 

・相談支援専門員の経歴書（参考様式１） 

・相談支援従事者初任者（現任）研修修了証の写し 

カ 参考見積書（５年間総額）（参考様式２の２） 

キ 収支予算書（参考様式３の２）（５年間の経費の内訳がわかるもの） 

ク 事業所の位置図（任意様式）（近隣の状況、市における位置がわかるもの） 

ケ 事業所の平面図（参考様式４）（設計図写し等の添付でも可。各部屋の用途と面積を必ず

記載してください。） 

コ 指定相談支援事業所運営規程 

サ 指定相談支援事業者指定書の写し 

（４）提出動画 

   応募する業務について、業務を実施する事業所の現地の状況を確認するため、以下の条件で動 



画を提出してください。提出動画は、審査会で説明していただく資料となります。 

① 動画の再生時間は５分程度としてください。 

 ② 別紙３－（１）「長崎市障害者相談支援事業等委託業務受注者選定基準」及び別紙３－（２）

「長崎市障害者相談支援事業委託業務受注者選定基準」のうち、「２ 業務の基盤性 ウ 管

理運営体制」における「事務所の立地及び公共交通でのアクセス」や「事務所の機能」を考

慮した内容、事業計画書に沿った内容となるよう努めてください。具体的には、事業所内全

ての部屋（玄関、トイレ含む）、事務所の立地条件、公共交通機関からのアクセス、駐車場

等です。 

    ③ 動画には、法人名、事業所名、施設名及び人物が映らないよう努めてください。 

    ④ 動画の提出は、光ディスクのうち、DVD-R又は CD-Rで提出してください。レーベル面には、 

応募法人名を記載してください。 

   ※動画自体の出来映えが直接審査に影響を及ぼすことはありません。あくまで、業務を実施する

事業所の現地の状況を確認する資料として提出を求めるものです。 

（５）応募書類及び動画の提出場所 

長崎市福祉部障害福祉課（長崎市役所２階） 

（６）応募書類及び動画の提出期間及び提出方法 

    令和８年９月７日（月）から令和８年10月７日（水）まで 

・８時45分から17時30分の間に上記提出場所へ持参してください。 

・時間外及び期間外の提出は受け付けません。 

・郵送の場合は、提出期間の最終日必着とします。 

① 持参については、代理人でも可とします。 

② 提出書類及び提出動画の修正については、提出期間終了後は受け付けません。 

③ 他の応募者に関する応募状況の問い合わせについては、一切受け付けません。 

④ 応募後、辞退する際には応募辞退届（第６号様式又は第６号様式の２）を提出していただ

きます。 

 （７）その他 

    ① 応募に際して発生する費用は、選考の有無にかかわらず応募者の負担となります。 

    ② 提出動画については、提出後、市で動作確認を行いますが、動画が見られない等の不具合

が生じた場合、提出媒体の差し替えを求めることがあります。 

 

６ 応募の抹消 

  応募した法人（以下「応募法人」という。）が、応募書類の受付日以降、選定の日までの間に次の

いずれかに該当した場合は、その応募を抹消し、また、事業の受注候補者となっている場合にはその

対象者から除外します。 

 （１）募集要項に違反又は著しく逸脱した場合 

 （２）長崎市障害者相談支援事業等委託業務受注者選定審査会（以下「審査会」という。）の委員、

長崎市関係職員、その他本件関係者に対し、本件応募についての接触の事実が認められた場合。 

 （３）提出された書類に虚偽の記載があった場合 

 

 



７ ヒアリング等 

審査会において、始めに、提出書類及び提出動画についての説明を行っていただき、次に、ヒアリ

ングを行います。実施については別途指示する日時に行います。 

 

８ 受注者の選定方法 

（１）提出書類、提出動画及びヒアリングに基づき応募法人の評価等を行い、審査会で審査後、長崎

市が受注者を決定します。 

（２）受注者の選定については、始めに、長崎市障害者相談支援事業等委託業務（複合業務）の受注

者を審査し、次に、長崎市障害者相談支援事業委託業務（単独業務）受注者を審査し、それぞれ

最も高い評価を得た法人を選定しますが、下記（３）評価点に記載する【最低基準】に満たない

法人は、受注者として選定しません。 

（３）評価点  

別紙３-（１）「長崎市障害者相談支援事業等委託業務受注者選定基準」及び別紙３-（２）「長

崎市障害者相談支援事業委託業務受注者選定基準」（以下、総称して「選定基準」という。）に

おいて、次の方法により採点します。 

【評価項目】 

①複合業務：420点満点 

②単独業務：320点満点 

上記①及び②について、次の「評価項目」のそれぞれの評価事項における選定基準に基づき、

４点から０点の５段階で採点し、合計するものとします。 

ア 法人運営の基本方針 

 イ 事業の実施方針 

 ウ 管理運営体制 

【最低基準】 

 次のとおり最低基準を設定し、最低基準を下回った場合は失格とします。 

・【評価項目】各小項目において、５段階評価の中間点（２点）を標準と設定し、その項目の 

合計（中項目）において、配点の50％を最低基準とします。 

    ・採点結果の合計において、配点の60％を最低基準とします。 

（４）採点の結果、同得点で一位となった法人が２者以上の場合は、選定基準の「イ 事業の実施方

針」の得点が高い法人を選定します。 

（５）（４）の場合において、同得点の法人が２者以上の場合は、選定基準の「ウ 管理運営体制」

の得点が高い法人を選定します。 

（６）（５）の場合において、同得点の法人が２者以上の場合は、参考見積価格が低い法人を選定し

ます。 

（７）（６）の場合において、同価格の法人が２者以上の場合は、審査会の決するところにより選定 

します。 

（８）受注者の選定後、応募内容と実施面で重大な乖離があった場合は、選定結果を取り消し、次順

位の法人を受注者とする場合があります。 

（９）選定結果については、全応募法人に文書で通知すると共に、長崎市ホームページへ掲載します。 

（10）受注者の辞退は、原則認めないものとします。 



 

審査会は、以下の５名の委員により構成されます。 

 氏名（50音順） 所属団体 

1 網代 比呂恵 長崎県立長崎特別支援学校 

2 石川 衣紀 国立大学法人 長崎大学教育学部 

3 奥平 定之 一般社団法人 長崎市医師会 

4 中谷 晃 一般社団法人 長崎市医師会 

5 吉本 知江子 長崎純心大学人文学部 

 

９ 選定のスケジュール 

内   容 期 限 等 

募集要項に対する質問提出 
令和８年９月７日（月）～ 

令和８年９月 18日（金）17時 30分 

質問に対する回答 
令和８年９月 25日（金）～ 

令和８年 10月７日（水） 

応募書類及び動画提出締切 令和８年 10月７日（水）17時 30分 

ヒアリング等 令和８年 10月 20日（火）18時 30分～（予定） 

特定・非特定の結果通知 令和８年 10月下旬予定 

見積書提出 令和８年 10月下旬予定 

契約締結 令和８年 11月上旬予定 

 

10 その他の留意事項 

 （１）１つの法人が今回応募可能な地区は、１地区のみとします。 

 （２）今回２つの委託業務（複合業務及び単独業務）の受注者を募集しますが、いずれか１つだけで

なく、両方に応募することは可能です。単独業務のみの応募の場合、審査対象とならない場合が

あります。（例えば、Ｂ法人が北部地区の「単独業務のみ」で応募したが、北部地区の複合業務

の受注者が、Ａ法人と決定した場合など。） 

※「【別添資料】受注者の審査・選定について」もご参照ください。 

（３）両方の委託業務（複合業務及び単独業務）に応募し、長崎市障害者相談支援事業等業務委託（複

合業務）の受注者に選定された場合、長崎市障害者相談支援事業委託業務（単独業務）の受注者

には選定されません。（１つの法人が、両方の委託業務（複合業務及び単独業務）の受注者に選

定されることはありません。） 

   ※「【別添資料】受注者の審査・選定について」もご参照ください。 

（４）提出期限後における提出書類及び提出動画の差替え、訂正及び再提出は認めません。ただし、

応募書類及び動画の提出後に、必要に応じて追加資料の提出を求める場合があります。 

（５）提出書類及び提出動画は返却しません。 

（６）提案書等の作成に要した費用、ヒアリング等に要した旅費、その他提出に要した一切の費用に

ついては、応募法人の負担とします。 

（７）受注者は、本業務を実施する場合において、市と密接に打ち合わせを行うなど、相互の信頼関

係を維持し、かつ、守秘義務を遵守してください。また、契約終了後においても、守秘義務を遵



守してください。 

（８）成果品に関する権利（著作権法（昭和45年法律第48号）第27条及び第28条に規定する権利を含

む。）は、受注者固有の知識、技術を除き全て長崎市に帰属するものとします。 

（９）提出書類に記載した配置予定の業務担当者は、原則として変更できません。ただし、病休、死

亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、変更前の業務担当者と同等以上の技

術者であることの了解を委託者に得なければなりません。 

（10）受注者の選定に係る審査結果は、長崎市情報公開条例（平成13年長崎市条例第28号）第23条の

規定により公表します。 

 

 

11 担当課 

長崎市福祉部障害福祉課総務企画係（〒850-8685 長崎市魚の町4番1号） 

担当者名：中井 

電話 095-829-1141（直通）／ FAX 095-823-7571 

電子メールアドレス： nakai_toshitaka@city.nagasaki.lg.jp  


